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新 た な 連 携

＜ねらい＞ 新たな技術やノウハウ等との融合による「地域イノベーション」の誘発

＜異業種・異業種人との協働＞
・フードチェーン全体での取組に拡大

従来の連携 新たな連携

①主体
・農林漁業者と食品企業の連携

①緑と水の環境技術革命
②農山漁村ＩＴ活用総合化プロジェクト
③食品産業グリーンプロジェクト

フ ドチェ ン全体での取組に拡大

・食品産業以外の民間企業（観光・ＩＴ・金融等）、研究
機関（大学・ベンチャー企業等）、専門家（法務・会計・
知財等）も参画

・農林漁業者と食品企業の連携
（点と線）が中心

②視点・素材 ＜食料と農林水産業に由来する資源を余すことな

具体的な手法（例）

人材確保

反映・活用

②視点・素材
・課題（品質、環境、コスト等）に対
し業種・業態ごとにアプローチ

・農林水産物

＜食料と農林水産業に由来する資源を余すことな
く活用＞
・フードチェーン全体で情報を共有しトータルにアプ
ローチ

・異業種と協働・連携し、人・モノ・カネ・技術なども融合

人材確保

① 会計、特許や食品製造技術など幅
広い知識・技能を有する専門家の人
材バンクを創設。

② 地域開発等に関心を有する技術

③成果・製品
・業種・業態ごとのソリューション
の積上げ

的に活用

＜知恵の融合による新製品・新サービスの創造＞

・フードチェーン（システム）の全体最適

② 地域開発等に関心を有する技術
専門家向けに、専門外の分野（物理・
生物・化学・簿記・特許・会計等）を学
べる場を開設。

の積上げ
・加工食品や財（製品）の開発・
販売が中心

④手法

・食と農に関連する化粧品、新素材、知財、サービス等
の創造も視野

＜知的ブレイクスルーを図る仕組の整備＞

目標の明確化と環境整備

○ 新たなビジネスモデルを明確にし、
これを事業化・産業化に繋げていくた
めのイノベーション戦略やロードマッ
プを策定・コーディネーターの確保と派遣

・セミナーを通じた普及啓発、優
良事例の収集・配布

・学際的知識を有し、各種資源（人、カネ、技術等）を
マネージメントできるプロデューサー的人材の確保
と配置

・データベース化・知財化等により情報の共有・利用
のプラットフォームを整備

プを策定。

ソフト・ハードの支援

○ 地域ぐるみのモデル的なプロジェ良事例の収集・配布
・展示・商談会、協議会等を通じ
たマッチングが主体

のプラットフォ ムを整備

・新たなビジネスモデルの検討、知財戦略の策定、
研究開発、実証のプランニング等を一体的に行う
「新たな場」の形成

等

○ 地域ぐるみのモデル的なプロジェ
クトや「新たな場」の形成、技術・ノウ
ハウの実証等に対してソフト・ハード
両面で支援。
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農業・農村の現状は厳しい状況にあるが、データの活用による管理分析農業や人工衛星活用による栽培管理、他産業との連携など新し
いスタイルでの農業の取組が見られる こうした農業では 世界最高の情報通信基盤・技術（ＩＴ）が活用されており 今後 普及が期待される

○ 農山漁村ＩＴ活用総合化プロジェクトの推進

いスタイルでの農業の取組が見られる。こうした農業では、世界最高の情報通信基盤 技術（ＩＴ）が活用されており、今後、普及が期待される。
このため、 関係省庁と連携して、農林水産業をはじめ農山漁村でのあらゆる分野でＩＴの活用に取り組む地域を支援し、「省力」 「売上」

「便利」「元気」「安心」の効果を発現させて地域の活性化を図る。

対応等現 状

農業・農村の現状
農業・農村は食料供給の役割をは
じめ多面的な役割を有しているが一

対 等現 状
１ 推進体制
① 農山漁村ＩＴ活用総合化プロジェクト
推進連絡会議(仮称）
総合的なＩＴの活用を取組む地域に対

２ 推進の柱
① 推進基本方針の策定
② 各地域でＩＴ総合活用を検討する場
（地域協議会）を設置

方、農業の就業人口は減少傾向、高
齢化が進展し、担い手が不足。

全国

各地域で

総合的なＩＴの活用を取組む地域に対
して支援するため関係省庁が連携。
第１回協議会を７月に開催予定。

② 地域説明会
農山漁村の現場でＩＴ活用による地域の

活性化が広まり深まるよう 今秋以降関係

（地域協議会）を設置
③ 地域協議会が描く総合活用プラン
への支援
ア 取組事業に対する支援
イ 説明会等を通じた協議会に対する
指導 助言

新しいスタイルでの農業の取組
データをベースとした管理分析農
業を実践する農業法人、人工衛星を
使って最適熟期の収穫等効率的営

各地域で
のＩＴ活用

農山漁村地域の活性化

効 果

活性化が広まり深まるよう、今秋以降関係
省庁と連携して、各地域で説明会を開催。

指導・助言

使 て最適熟期の収穫等効率的営
農、流通・加工・外食等の分野と連携
して農産物の付加価値を高める取組
が見られる。

省力

売上

効 果

農林水産業を中
心として生産、流
通、消費の各段階

携帯電話を活用した農作業記録の自動化、センサー・ロボッ
トを活用したほ場・ハウス・畜舎の監視・管理作業の省力化

電子地図、衛星を活用した産地ぐるみの栽培管理により作物
の収量・品質向上で売上を増加

期待されるＩＴ活用
ＩＴ活用により、農林漁家の経営力
がさらに強まり、農林水産業の振興
が進み他産業との連携ができ 他分

売

便利

気

通、 費 各 階
や生活の中で ＩＴ
活用が取り組まれ
る。
この結果、「省力」
「売上」「便利」「元

の収量・品質向上で売上を増加

ブロードバンドを活用したネット販売、農作物市況・営農情報
提供、電子商取引、行政サービスの提供で情報を簡単入手、
便利な暮らし

携帯電話を活用した観光情報 地域情報 直売所情報の提供が進み他産業との連携ができ、他分
野（観光、交通）へも広がって地域全
体が活性化する可能性が高まる。

元気

安心

「売上」「便利」「元
気」「安心」の効果
が発現する。 携帯電話を活用した子どもの見守り、遠隔健康相談、交通情

報の提供で安心した暮らし

携帯電話を活用した観光情報、地域情報、直売所情報の提供
で人が集まり地域が元気
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農山漁村ＩＴ活用総合化プロジェクト

１ プラクティスシーズの見える化１ プラクティスシーズの見える化

地域でＩＴ推進のきっかけとなるアイデア、ネーミングをプラクティス
固める
例えば・・・・
ＢＡケータイ(Business  Agriculture ケータイ）
産直ネ ト 等

プラクティス
シーズの見え
る化

産直ネット 等

プ

２ ベストプラクティスの取組２ ベストプラクティスの取組

アイデア等を踏まえて地域でプランを策定し実現に
取組む
具体的には・・・
地域関係者のマ チングを図り 地域協議会を設立

ベストプラ
クティス
の取組

地域関係者のマッチングを図り、地域協議会を設立

３ 全国への展開３ 全国への展開
関係省庁が連携

地域で実践されるベストプラクティス
の取組を全国へ展開

全国
展開

関係省庁が連携
して歯車を回す

展開
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地域でＩＴ推進のきっかけとなるアイデア
つかう・つながる・ひろがるケータイ

生 産 地 消 費 地

（農林水産省 イメージ）

生 産 地 消 費 地

生産フィールドネット 産直ケータイネット

産地 農作物を タ ゲ○ 生産工程管理を現
場で自宅のパソコン
に入力

○ 産地の農作物をケータイでゲット

○ 郷土料理のレシピ・料理法をケータイ
でチェック

○ 購入した農作物の情報（生産者、栽培地
等）をケ タイでゲ ト等）をケータイでゲット

○ 産地の取組状況をケータイでゲット

○ 施設・ほ場の環境
状況をチェック

○ 出荷した農産物の価格
など販売状況をチェック

状況をチェック

流 通

ＢＡケータイ
（Business  Agriculture  
ケータイ）

安全・安心らくらくネット

○ 鳥獣被害の状況
をいつでもキャッチ

流 通

流通マルチネット

ケ タイ）

○ むら・やま・はまの
防災情報をキャッチ

○ 子どもの見守り、

○ 直売所の売出情報を消費者のケータイに提供

○ 市況状況を生産者のケータイに提供

交通情報をキャッチ

7



～ＩＴ活用マッチング～

農林水産分野でＩＴを活用したい人 ＩＴで農林水産分野を支援したい人

農家 農産物取引業者 中食 外食事業者等農家 農産物取引業者 中食 外食事業者等

ビジネスのため
ＩＴを使ってみたい

ＩＴのある農業
をひろめたい

農家、農産物取引業者、中食、外食事業者等
例えば・・・
農家、農産物取引業者、中食、外食事業者等
例えば・・・

ほ場で

24時間ほ場管理

加工で

新商品の開発

ＩＴ企業

ＩＴベンダー

ＩＴ企業

ＩＴベンダー

双方の思いを

ビジネス気運を高める時間 場管 新商品 開発

直売所で

販売・在庫・顧客管理

ネット販売で

欲しい人へ欲しいとき
に供給

大学・研究機関

等

大学・研究機関

等

アイデアで

マッチング
農林水産業は成長産業であることか
ら自分たちの技術力や経営ノウ ウ

に供給
ら自分たちの技術力や経営ノウハウ
を活用してみたい

具体的には

ビジネス気運を高める民間のＩＴ活用に関する企画を使って農林水産分野へのＩＴ導入を推進

アイデア（ＩＴ活用企画）を募集 コンペで決定 地域協議会で発表 地域でＩＴ導入アイデア（ＩＴ活用企画）を募集 コンペで決定 地域協議会で発表 地域でＩＴ導入

①ＩＴと意識することなく
②ついつい使うことで
③「省力」「売上」「便利」「元気」「安心」

優れたアイデアを決定 ＩＴ総合活用プラン策定に取組む
地域でアイデアを説明
活用したい側・・・プラン実現の

アイデアがきっかけとなり
ＩＴ導入が広まる

③ 省力」 売上」 便利」 元気」 安心」
の効果が生じる

アイデアを広く募る

活用したい側 プラン実現の
早道に気づく

支援したい側・・・取組む方向が
確信できる
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○食品産業グリーンプロジェクトの推進

食料資源を無駄なく利活用するためには、食品ロスの削減と食品廃棄物を資源として効率的かつ最大限リサイクルすることが必要。そのた

めには、①フードチェーン全体でのシステム構築と②新たな用途へのリサイクルに資する技術の改良・導入が急務。

【 目 標 】【 現 状 】 【具体的施策】

①資源利用の最適化に
向けたフードチェーン
全体でのシステム構築

②新たな用途へのリサイク
ルに資する技術の改良・
導入

食品リサイクル・ループのイメージ

食品関連事業者
食品関連事業者

再生利用事業者
再生利用事業者

農林漁業者等
農林漁業者等

・食品リサイクル・ループの構築

・業種連携等による具体的食品
廃棄物発生抑制モデルの検討

等

〈技術の実用事例〉
・オカラからの大豆多糖類の製造

・しょう油粕のプラスチック強化剤
への利用

・卵殻、卵殻膜のチョークや化粧品
原料等への利用

オカラからの大豆多糖類の製造技術の導入事例（不二製油㈱の取組）

オカラ

従来

焼却 飼料
蛋白質２０％

本技術

抽出残渣
蛋白質４０～５０％

飼料価値向上

焼却等
約１，４００万トン

食品ロスを削減し、

無駄を省くことによ

り、資源の適正利

用と事業活動の効

率化を実現

廃棄せざるを得な

い製造副産物等は、

効率的かつ最大限

リサイクル

食品廃棄物の排出量

年間 約１，９００万トン

（家庭＋食品産業）

食べられるにもかかわらず
廃棄される量

（いわゆる食品ロス）
約５００～９００万トン

製造副産物、調理くず等
（非可食部分）

約１，０００～１，４００万トン

再生利用量
約５００万トン

（飼料・肥料の原料へ）

対
応
策

多大な資源
ロスと処理
コストが発生

大豆多糖類
○食物繊維
○飲料用安定剤
（水と油の分離防止）

○麺類品質改良剤
（麺をほぐし易くする。）

〈具体的な効果〉
○年間４，０００トン（含水物として２０，０００トン）のオカラを
産業廃棄物ではなく、大豆多糖類の原料として使用。

○大豆多糖類が不二製油の主力製品の一つへ成長。

オカラが“宝”へ！
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食品産業グリーンプロジェクトの概要

原料調達

一般廃棄物処理業者
〈焼却等〉

余剰食品等の返品

（廃棄物） （廃棄物）

飼料化・肥料化

製造数量・在庫数量の最適化等
業種連携等による具体的
食品廃棄物発生抑制方策の検討

販 売

販 売

再生利用

食品リサイクル・ループの
構築促進

動脈物流

静脈物流

凡例

生産現場

食品製造業

リサイクル
事業者

流通業者
外食産業

消費者

再生利用

静脈物流の共有化等
食品廃棄物の効率的な
収集の促進

フードバンク活動の促進

フードチェーン全体で食料資源を無駄なく、効率よく使い切ることにより、環境との調和と食品産業の体質強化を同時に追求する。

新規用途への活用 二次市場

新たな用途へのリサイクル
に資する技術の改善・導入

（廃棄物）

産業廃棄物処理業者
〈焼却等〉

地域資源循環モデルの構築

食品廃棄物の
品質維持設備の整備
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